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平成２３年４月８日 

各  位 

 会 社 名    ユ ニ ー 株 式 会 社 

 代表者名    取 締 役 社 長   前 村  哲 路 

                              （コード番号８２７０ 東証第一部・名証第一部） 

 問合せ先 取締役執行役員経理財務部担当 越田 次郎 

                                       （ＴＥＬ． ０５８７－２４－８０６６） 

 

当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）継続に関するお知らせ 

 

本日開催された当社取締役会において、当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防

衛策）（以下、「本プラン」といいます。）の継続を決定いたしましたので、以下のとおりお知らせいた

します。当社は、平成１８年４月１３日開催の当社取締役会において、当社株式の大規模買付行為

への対応方針（買収防衛策）を導入することを決定し、以後、その基本的考え方を維持して買収防

衛策を継続してまいりました。現行の当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）（以

下、「現行プラン」といいます。）は、平成２０年５月１５日開催の当社第３７回定時株主総会におい

て株主の皆様のご承認をいただきましたが、その有効期限は、平成２３年５月開催予定の当社第４

０回定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）の終結の時までとなっております。 

今回、議案として本定時株主総会にお諮りする本プランは、現行プランの基本的考え方を維持

しており、本定時株主総会における、株主の皆様のご承認を条件として発効するものであります。

また、現行プランと本プランとの主な変更点は、新株予約権の行使条件、行使期間等について、

表現等を改めたことであります。 

なお、本定時株主総会に本プランの導入議案を付議することを決定した本日の当社取締役会

において、当社監査役４名（内２名は社外監査役）全員が出席し、全ての監査役から、本プランの

具体的運用が適正に行われることを条件として、本プランに賛成する旨の意見表明を受けました。

また、平成２３年２月２０日現在における当社の株主の状況は別紙 ４のとおりであり、個人株主様

等を中心に広く分布しております。当社は本日現在、当社株式の大規模買付にかかる申し入れ、

提案等を一切受けておりません。 
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１．  本プラン導入の目的 

 

（１） 当社及び当社グループの企業価値について 

当社グループは、当社、子会社３２社及び関連会社１３社で構成され、主な事業内容として総合

小売業、コンビニエンスストア及び各種専門店をチェーン展開する小売業及び金融事業とその関

連サービスを行う企業グループです。連結営業収益は １兆１，１２７億円、パートタイマー等を含

む連結ベースでの従業員数は４万人を超え、グループに上場会社７社を有しております。小売業

界は同業態との競合だけでなく多様な業態間の新たな競合先の出現などにより厳しい環境の中に

あります。そのような状況の中で、当社は、今後の成長戦略の柱を、①GMS 事業の改革②店舗

開発③IT ビジネス④既存事業部の活性化⑤グループシナジー⑥海外出店⑦環境対策として

おります。具体的には、GMS 事業の改革は更なるお客様満足と収益性の向上に向けて、店舗

開発は既存エリアのドミナントを強化するための出店と建替え・改装、IT ビジネスはネットスーパー

の拡大とグループによる「総合ショッピングモール」の構築、既存事業部の活性化は各事業部が

成長するための業態の深堀、グループシナジーは規模のメリット追求による原価低減と経費削

減による収益向上、海外出店は中国への事業展開と香港の店舗拡大、環境対策は「エコ・フ

ァーストの約束」の推進となっております。 

当社は、以上の戦略により、今後も、当社グループの企業価値を高めるための努力を続けます。

そして、当社の競争力は、それぞれの店舗が存在する地域社会、地域社会におけるお客様、お客

様への奉仕にやりがいを感ずる意欲の高い従業員、そして安全・安心・高品質な商品を効率よく提

供していただける取引先などのステークホルダーとの強固な関係により成り立っております。これら

に関する十分な理解なくしては、当社グループの企業価値を適正に判断することはできないものと

考えております。 

 

（２） 本プランの導入の必要性 

近年、日本の資本市場において、対象となる会社の経営陣との十分な協議や合意等を経ること

なく突如として大量の株式を取得するといった現象が起きております。このような大規模買付行為

が突如として行われたときに、株主の皆様に大規模買付者の提示する買収提案に応じるか否かに

ついて適切にご判断いただくためには、株主の皆様に対して、大規模買付者と当社取締役会から

それぞれ必要かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。その内容として、大規模買付者の

経営方針や事業計画、前述の多様なステークホルダーとの関係についての方針、そして当社取締

役会が当該大規模買付行為に対して、どのような見解を持っているのかが重要であると考えており

ます。 

そこで当社は、当社株式の大規模買付行為にあたり、大規模買付者から事前に株主の皆様の

ご判断に必要となる大規模買付行為に関する情報の提供を受け、必要に応じて、弁護士、税理士、

公認会計士、財務アドバイザーなどの外部専門家等の意見を十分に参考にし、こうした大規模買

付行為に対する当社取締役会の見解を公表すること、更に必要であれば、大規模買付者との交
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渉・協議や、当社取締役会として株主の皆様に対して提案を行うことが適切であると考えました。大

規模買付者の提案と当社取締役会の見解や提案を参考にして、当社株主の皆様に比較ご検討し

ていただくことにより、より適切なご判断が可能となると考えます。 

このような基本方針により、以下のとおり、当社は当社株式の大規模買付行為に関するルール

（以下、「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルール

の順守を求めることとしました。この基本方針によって、大規模買付者が大規模買付ルールを順守

しない場合、あるいは大規模買付ルールを順守した場合であっても、当社に回復しがたい損害を

与えるなど当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社の企業価

値・株主共同の利益を守ることを目的として、そのような大規模買付行為に対する対抗措置をとりま

す。 

 

２．  本プランの対象となる買付等 

 

本プランにおける「大規模買付行為」とは、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を２

０％以上とすることを目的とする当社株券等（注３）の買付等、又は結果として特定株主グループの

議決権割合が２０％以上となる当社株券等の買付等をいいます。いずれについてもあらかじめ当

社取締役会が同意したものを除きます。また、大規模買付行為をする者を「大規模買付者」といい

ます。 

 

注１： 特定株主グループとは、当社の株券等（金融商品取引法第２７条の２３第１項に規定する株

券等をいいます。）の保有者（金融商品取引法第２７条の２３第１項に規定する保有者をいい、

同条第３項に基づき保有者とみなされる者を含みます。）又は当社株券等の買付等（金融商

品取引法第２７条の２第１項に規定する買付等をいい、取引所金融商品市場において行われ

るものを含みます。）を行う者とその共同保有者（金融商品取引法第２７条の２３第５項に規定

する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）及び

特別関係者（金融商品取引法第２７条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）をいい

ます。 

注２： 議決権割合の計算における総議決権数を、当社のその時点での発行済全株式から、直近

の自己株券買付状況報告書に記載された数の保有自己株式を除いた株式の議決権数としま

す。 

注３： 株券等とは、金融商品取引法第２７条の２第１項、又は同法第２７条の２３第１項のいずれか

に規定する株券等をいいます。 

なお、会社法、金融商品取引法並びにそれらに関する規則、政令、内閣府令、省令等（以

下これらを「法令等」といいます。）に改正があり、これらが施行された場合には、本プランにお

いて引用する法令等の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後のこ

れら法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項にそれぞれ読み替えられるものと
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します。 

 

３．  大規模買付ルール 

 

この大規模買付ルールは、基本的には、（１）事前に大規模買付者から当社取締役会に対して

十分な情報が提供され、（２）当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行

為を開始する、というものです。具体的には、次のとおりです。 

 

（１） 意向表明書の提出 

大規模買付者が大規模買付行為をしようとする場合に、まず、大規模買付者から当社取締役会

宛に、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規

模買付行為の概要を明示した意向表明書を提出していただきます。また、同時に、この意向表明

書に、大規模買付ルールに従う旨を記載していただきます。なお、意向表明書における使用言語

は日本語に限ります。 

 

（２） 十分な情報の提供 

当社取締役会は、当社株主の皆様が大規模買付行為について判断するために十分であり、か

つ、当社取締役会が当社の見解を発表するために必要な情報（以下、「大規模買付情報」といい

ます。）を提供していただくため、この意向表明書の受領後１０営業日以内に、大規模買付者に対

して、提供していただくべき大規模買付情報の項目を交付します。具体的内容は、大規模買付行

為の内容により異なることもあります。なお、当社取締役会が不足していると考える項目については、

適宜追加情報の提供をしていただくことがあります。 

その主な項目は、以下のとおりです。 

① 大規模買付者及びそのグループの概要 

② 大規模買付行為の目的及び内容 

③ 取得対価の算定根拠及び取得資金の裏付け 

④ 大規模買付行為完了後の大規模買付者の当社経営方針及び事業計画、等 

⑤ 当社及び当社グループの従業員、取引先、地域社会、地域社会におけるお客様、その他

のステークホルダーと当社及び当社グループとの関係に関する大規模買付行為完了後の対

応方針 

当社取締役会は、大規模買付行為の提案があった事実については速やかに開示します。また、

大規模買付行為の概要及び当社取締役会に提供された大規模買付情報について、当社株主の

皆様の判断のために必要であると認められる内容を、適切な時期において、その全部又は一部を

開示することとします。 
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（３） 当社取締役会の評価期間 

次に、当社取締役会は、大規模買付情報の提供が完了した後、６０日間（対価を現金（円貨）の

みとする公開買付による当社全株式の買付の場合）、又は９０日間（その他の大規模買付行為の

場合）を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下、「取

締役会評価期間」といいます。）として、当社取締役会に与えられるべきものと考えます。従って、

大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。当社取締役会

の評価期間中、当社取締役会は、必要に応じて前述の外部専門家等の助言を受けながら、提供

された大規模買付情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、こ

れを開示します。また、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、

当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもあります。 

 

４．  大規模買付ルールが順守されなかった場合の対抗措置 

 

当社取締役会は、以下に説明するとおり、特別委員会から、大規模買付者の対応が本プランに

定める大規模買付ルールに反する旨の勧告を受けた場合、当社株主全体の利益の保護を目的と

して、当該大規模買付行為に対抗することがあります。 

 

（１） 大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかか

わらず、当社取締役会は、後述の第４（３）項に定める対抗措置をとることができるものとします。 

 

（２） 大規模買付者が大規模買付ルールを順守する場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを順守する場合は、当社取締役会は、当該大規模買付行

為に反対であったとしても、反対意見を表明し、代替案を提示するなど、大規模買付行為に対する

評価を株主の皆様の市場での評価に委ねるものとし、原則として対抗措置をとらないものとします。 

但し、大規模買付ルールが順守されている場合であっても、次の①から⑥に定める行為等により、

大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうことが明らかな場合、当社取

締役会は、対抗措置をとることができるものとします。 

① 株券等を買い占め、その株券等について当社又は当社関係者に対して高値で買い取りを

要求する行為 

② 当社の経営を一時的に支配して、当社又は当社グループの重要な資産等を廉価に取得す

る等、当社の犠牲の下に買付者の利益を実現する経営を行うような行為 

③ 当社又は当社グループの資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁

済原資として流用する行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社又は当社グループの事業に当面関係していない高

額資産等を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当に
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よる株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜ける行為 

⑤ 上記①から④のほか、大規模買付者が真摯に合理的な経営を目指すものではなく、大規模

買付者による支配権取得が、当社の企業価値を生みだす上で必要不可欠な当社の従業員、

取引先等の関係又は当社の企業文化を破壊することなどにより、当社に回復しがたい損害を

もたらす買付行為 

⑥ 強圧的二段階買付(最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件

を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式買付を行うことをいいます。)

等、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付行為 

 

（３） 新株予約権の発行 

具体的な対抗措置については、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法令及び当社定

款により認められる措置のうち、その時点で相当と認められるものを選択することとなります。新株

予約権の無償割当を実施する場合の概要は、別紙 １に記載のとおりとします。 

なお、新株予約権を発行する場合には、対抗措置としての効果を勘案した行使期間及び行使

条件を設けることがあります。 

また、当社取締役会は、必要に応じて大規模買付者と協議・交渉を行い、対抗措置としての新

株予約権の無償割当を決定した後であっても、大規模買付者から大規模買付行為の根幹に関す

る事項の変更提案が行われるなど、判断の基礎となった事項に重要な変更が生じた場合には、対

抗措置の発動により生じる株主の皆様の権利確定前であり、かつ株主共同の利益を損なわない場

合に限り、新株予約権の無償割当の中止等、対抗措置の停止を行うことがあります。 

 

（４） 例外的な対抗措置 

大規模買付ルールは、当社株主全体の利益を保護するという観点から、株主の皆様に、大規模

買付行為を受け容れるか否かの判断のために必要な情報及び現に経営を担っている当社取締役

会の評価意見を提供すること、及び代替案の提示を受ける機会を保障すること、及び当社に回復

しがたい損害を与えるなど、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合に、

当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的とするものです。 

本プランにおいては、前述の第４(1)項の大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合

に対抗措置をとるものであり、大規模買付ルールを順守した場合には、原則として当該大規模買

付行為に対する対抗措置はとりません。但し、前述の第４（２）項に記載のとおり、例外的に対抗措

置をとる場合があります。いずれの場合においても、その判断の合理性及び公正性を担保するた

めに、当社取締役会は対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対して対抗措置の発動の是非に

ついて諮問し、特別委員会は大規模買付ルールが順守されているか否か等、十分検討した上で

対抗措置の発動の是非について勧告を行うものとします。 

そして、当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を最

大限尊重するものとします。 
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５．  特別委員会の設置（対抗措置の合理性及び公正性を担保するための制度） 

 

（１） 特別委員会の構成 

大規模買付行為への対抗措置の発動は当社取締役会が決定するものですが、その対応の恣

意的判断を排除するために、特別委員会規則(その規則の概要については、別紙 ２のとおりとし

ます。)に従い、当社取締役会から独立した第三者機関として特別委員会を設置します。この特別

委員会は三名以上の委員により構成され、各委員は、当社取締役会が当社社外取締役、当社社

外監査役及び社外の有識者(弁護士、税理士、公認会計士、経営経験者及び学識経験者等)の

中から選任します。また、当該特別委員会の決議は、委員の三名以上が出席し、その過半数の賛

成でこれを決定するものとします。さらに各委員の任期は、平成２６年開催の当社定時株主総会の

終結の時までとします。 

なお、特別委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようになされる

ことを確保するために、特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者(弁護士、税理士、公認会

計士、財務アドバイザー、その他の専門家を含みます。)の助言を得ることができるものとします。本

プラン導入時に予定する委員の氏名と略歴は、別紙 ３のとおりです。 

 

（２） 特別委員会の勧告内容の最大限尊重 

特別委員会の役割は、当社取締役会が対抗措置を発動するに先立ち、特別委員会に対し対抗

措置の発動の可否について諮問するというものです。特別委員会は、この諮問を受け、当該諮問

に対して、当社取締役会から提供された大規模買付情報、当社取締役会の評価、対案などの情

報・資料に基づいて、当社の企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の観点から評価・検討を

行い、遅くとも取締役会評価期間の最終日の７日前までに、当社取締役会に対し対抗措置の発動

の可否について勧告を行います。対抗措置を発動するかどうかは当社取締役会の決定によります

が、その決定にあたり、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限に尊重し、速やかに決定す

るものとします。 

また、前述の手続に従って当社取締役会が本プランに基づく対抗措置を発動する決定を行った

場合であっても、①大規模買付者が大規模買付行為を中止もしくは撤回した場合、又は②対抗措

置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株

主共同の利益の確保又は向上という観点から、本プランを維持することが客観的に相当でないと

考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、本プランに基づく対抗措置の発動を維持す

ることの是非について、特別委員会に対して改めて諮問し、その勧告内容を尊重し対応を決定し

ます。 
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６．  本プランの有効期間等 

 

本プランの有効期間は、本定時株主総会の終結の時から、平成２６年５月開催予定の当社第４３

回定時株主総会の終結の時までとします。但し、本プランの有効期間中であっても、当社株主総

会又は当社取締役会において、本プランを廃止する旨の決議が行なわれた場合には、その時点

で本プランは廃止されるものとします。 

なお、当社取締役会は、本定時株主総会で本プラン導入のご承認を受けた後に開催される当

社取締役会において、特別委員の選任を行うとともに、新株予約権の発行を当社株式の大規模買

付行為に対抗する措置とする場合に備えて、その機動的発動を確保するため、新株予約権の発

行登録を決議し、本プランを導入する予定でおります。 

 

７．  本プランの合理性 

 

（１） 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成１７年５月２７日に発表した「企業価値･株主共同の

利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値･株主共同

の利益の確保･向上の原則、事前開示･株主意思の原則、必要性･相当性の原則）を充足していま

す。また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成２０年６月３０日に発表した報告書「近

時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっております。 

 

（２） 株主意思を重視するものであること 

本プランは、前述のとおり、本定時株主総会において株主の皆様のご承認を条件として発効さ

れます。また、本プランの有効期間は導入の日から平成２６年５月開催予定の当社第４３回定時株

主総会の終結の時までとされておりますが、その時点までに当社株主総会又は当社取締役会に

おいて、本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されること

になり、株主の皆様の意向が反映されるものとなっております。 

 

（３） 本プランが１回の株主総会決議を通じて廃止可能であること 

当社では、平成１８年５月１６日開催の当社第３５回定時株主総会で定款変更議案のご承認を受

け、取締役の任期を２年から１年に短縮しておりますので、株主総会の通常決議により、新たな取

締役を選任し、取締役会で決議することにより本プランを廃止することが可能です。この点におい

ても株主の皆様の意思が反映されることとなっております。 

 

（４） 合理的な客観的要件を設定していること 

本プランにおいては、前述のとおり、大規模買付行為に対する対抗措置は合理的かつ詳細な

客観的要件が充足されなければ発動されないように設計されており、当社取締役会による恣意的
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な発動を防止するための仕組みを確保しております。 

 

（５） 独立性の高い社外者の判断を重視していること 

当社取締役会は、本プランの導入にあたり、取締役の恣意的判断を排除するため、当社取締役

会から独立した組織として、特別委員会を設置します。特別委員会の委員は、特別委員会規則に

基づき、当社経営陣から独立性の高い委員により構成されます。この特別委員会は、株主の皆様

のために、当社の企業価値を守り、株主共同の利益を守るという本プランの目的を達成するため、

大規模買付行為に対する対抗措置が発動されるための合理的かつ詳細な客観的要件が充足さ

れるか否かを判断します。当社は、特別委員会の勧告の概要及び判断の理由等の情報について、

株主の皆様に適時に開示いたします。当社取締役会はその勧告を最大限尊重して、会社法上の

決議を行うものとしております。 

このように、当社経営陣から独立性の高い委員で構成された特別委員会により、合理的かつ詳

細な客観的要件が充足されるか否の判断に基づく勧告がなされ、勧告の概要及び判断の理由等

の情報が開示されるため、対抗措置発動の合理性、公正性が担保され、当社の企業価値･株主共

同の利益に資する範囲で本プランの運用が行われる仕組みが確保されております。 

なお、大規模買付者が出現すると、特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者（弁護士、

税理士、公認会計士、財務アドバイザー、その他の専門家を含みます。）の助言を得ることができ

るとされており、特別委員会による判断の公正さ、客観性がより強く担保される仕組みとなっており

ます。 

 

（６） 株主共同の利益の確保･向上の目的をもって導入されていること 

本プランは、前述のとおり、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買

付行為が適切なものであるか否かを株主の皆様が判断するために必要な情報や時間を確保し、

株主の皆様のために交渉を行うことなどを可能とすることで、企業価値・株主共同の利益を確保し、

向上させるという目的をもって導入されるものです。 

 

８．  株主・投資家に与える影響等 

 

（１） 本方針の導入時に株主及び投資家の皆様へ与える影響  

本プランの導入時には、新株予約権の発行は行われません。従って、株主及び投資家の皆様

の権利及び経済的利益に直接具体的な影響を与えることはありません。 

 

（２） 対抗措置が発動されない場合の影響 

この大規模買付ルールは、当社株主の皆様に対して、大規模買付行為に応じるか否かを判断

するため、一定の期間を確保することによって、当社株主の皆様が、大規模買付者から提供される

大規模買付情報と、現に当社の経営を担っている当社取締役会の大規模買付行為についての評
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価に関する情報の提供を受けること、当社取締役会の代替案の提示を受ける機会を保障すること

を目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応

じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社株主全体の利益の保護に

つながるものと考えます。また、投資家の皆様にとっても、投資判断を行う前提として必要かつ適切

なものであると考えております。 

なお、前述のとおり、大規模買付者の行為により大規模買付行為に対する当社取締役会の対

応が異なりますので、当社株主及び投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の動向、当社

取締役会の提供する情報に十分ご注意ください。 

 

（３） 対抗措置が発動された場合の影響等 

大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合、あるいは大規模買付ルールを順守した

場合であっても、当社に回復しがたい損害を与えるなど当社の企業価値・株主共同の利益を著し

く損なうと判断される場合には、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、大規模

買付行為に対する対抗措置をとります。但し、当社株主の皆様（大規模買付ルールに違反した大

規模買付者を除きます。）が法的権利又は経済的側面において損失を被るような事態は想定して

おりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び証券取引

所規則に従って適時適切な開示を行います。 

対抗措置として新株予約権の発行を行う場合には、株主の皆様には、新株予約権を取得するた

めに所定の期間内に申し込みをしていただく、又は新株予約権の行使により株式を取得するため

に、一定の金額の払込みをしていただく必要がある場合があります。株主の皆様が、新株予約権

を行使していただき当社株式を取得していただくことにより、保有比率の低下や財産的な損失は生

じません。但し、当社取締役会が新株予約権を当社株式と引き換えに取得することができると定め

た場合には、当社が手続をとれば、当社取締役会が取得の対象として決定した新株予約権を保有

する株主の皆様は、行使価格相当の金額を払込むことなく、当社による当該新株予約権の取得の

対価として、当社株式を取得することになります。この場合に、結果として一株当たりの株式の価値

の希釈化は生じないことから、一株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買を

行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。 

なお、当社取締役会が具体的対抗措置を発動することを決定した後においても、例えば、大規

模買付者が大規模買付行為を撤回又は変更する等当該対抗措置の前提となった事実に変化が

生じ、当該対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、当社は当該対抗

措置の発動を停止することがあります。この場合には、一株当たりの株式の価値の希釈化が生じる

ことを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があ

ります。 

かかる手続の詳細につきましては、実際に新株予約権を発行することになった際に、法令に基

づき別途お知らせします。 

なお、大規模買付ルールに違反した大規模買付者等については、対抗措置が講じられた場合
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には、結果的に、その法的権利又は経済的側面において不利益が発生する可能性があります。

本プランの公表は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反することがないようあらかじめ注意

を喚起するものです。 

以 上 
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（別紙 １） 

 

株主割当により新株予約権を発行する場合の概要 

 

１．新株予約権付与の対象となる株主及びその発行条件 

取締役会で定める基準日における最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、その

所有株式（但し、当社の有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割合で新株予約権を割

当てる。 

 

２．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的とな

る株式の数は１株とする。 

 

３．発行する新株予約権の総数 

新株予約権の割当総数は、３億個を上限として、取締役会が定める数とする。 

 

４．各新株予約権の発行価額 

無償とする。 

 

５．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は１円以上で取締役会が定める額とする。 

 

６．新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

 

７．新株予約権の行使条件 

大規模買付者を含む特定株主グループに属する者等は、新株予約権を行使することができ

ないものとする。 

 

８．新株予約権の行使期間等 

新株予約権の行使期間、取得条項、消却条件その他必要な事項については、取締役会にて

別途定めるものとする。 
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(別紙 ２) 

 

特別委員会規則の概要 

 

１．特別委員会は、取締役会の決議により設置される。 

 

２．特別委員会の委員は、三名以上とする。 

 

３．委員は、当社社外取締役・社外監査役及び社外有識者(弁護士、税理士、公認会計士、

経営経験者及び学識経験者等)の中から、取締役会が選任する。 

 

４．特別委員会は、取締役会から諮問のある事項について、原則としてその決定の内容を、理

由及び根拠を付して勧告する。なお、特別委員会の各委員は、こうした決定にあたっては、

当社の企業価値・株主共同の利益の確保及び向上に資するか否かの観点から、これを行う

ものとする。 

 

５．特別委員会は、必要に応じて、弁護士、税理士、公認会計士、財務アドバイザー、その他

の専門家の助言を得ることができるものとし、取締役会に対して検討に要する諸費用の支

払いを請求できるものとする。 

 

６．特別委員会の決議は、委員の三名以上が出席し、その過半数をもってこれを行うものとす

る。 
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(別紙 ３) 

 

特別委員予定者の氏名と略歴   (注)氏名は五十音順  

 

〇 小川 宏嗣(おがわ ひろつぐ)氏 

   (略 歴) 

昭和２０年生まれ 

昭和４８年  弁護士登録(現任) 

昭和４９年  名城大学商学部非常勤講師 

平成 ９年  法務省司法試験考査委員(商法) 

平成１１年  名古屋大学法学部客員教授 

平成１６年  名古屋弁護士会会長 

平成１６年  日本弁護士連合会副会長 

平成１９年  名古屋大学法科大学院教授 

平成１９年  当社特別委員会委員（現任） 

平成２２年  財団法人交通事故紛争処理センター常務理事（現任） 

 

〇 加賀 国立(かが くにたつ)氏 

   (略 歴) 

昭和１５年生まれ 

昭和４４年  公認会計士登録(現任) 

昭和４６年  監査法人トーマツ入所 

昭和６３年  同代表社員 

平成１７年  同代表社員退任 

平成１８年  税理士登録(現任) 

平成１９年  当社特別委員会委員（現任） 

 

〇 水谷 千加古(みずたに ちかひさ)氏 

   (略 歴) 

昭和１４年生まれ 

昭和３６年  伊奈製陶株式会社(現株式会社ＩＮＡＸ)入社 

昭和６３年  同社取締役営業本部ＸＳＩＴＥ事業部長 

平成 ４年  同社常務取締役営業本部商品規格統括部長兼文化推進部長 

平成 ７年  同社専務取締役経営企画部長 

平成 ８年  同社代表取締役社長 

平成１３年  株式会社住生活グループ 代表取締役社長 

平成１９年  当社特別委員会委員（現任） 

平成１９年  株式会社ＩＮＡＸ相談役 

平成２３年  株式会社ＬＩＸＩＬ常滑本社顧問（現任） 
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(別紙 ４) 

【大株主の状況】 （平成２３年２月２０日現在） 

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 17,901 9.05 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 16,558 8.37 

日本生命保険相互会社 8,508 4.30 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 7,146 3.61 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 6,003 3.03 

伊藤忠商事株式会社 5,957 3.01 

第一生命保険株式会社 5,000 2.52 

ＪＰモルガン証券株式会社 4,103 2.07 

ユニー第二共栄会 3,823 1.93 

東京海上日動火災保険株式会社 3,819 1.93 

 (注)  持株比率は自己株式（783,780 株）を控除して計算しております。 

 

【所有者別状況】 （平成２３年２月２０日現在） 

所 有 者 区 分 株主数 
株主数 

百分率（％） 
所有株数 

株 数 

百分率

（％） 

政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 － － － － 

都 銀 ・ 地 銀 等 8 0.09 8,569,332 4.32 

信 託 銀 行 25 0.29 51,323,056 25.85 

生 命 保 険 会 社 22 0.25 18,501,280 9.32 

損 害 保 険 会 社 4 0.05 10,439,002 5.26 

証 券 金 融 会 社 1 0.01 500 0.00 

そ の 他 の 金 融 機 関 3 0.03 93,086 0.05 

金

融

機

関 

小      計 63 0.72   88,926,256   44.80 

証 券 会 社 33 0.38 11,664,770 5.87 

そ の 他 の 法 人 879 10.09 35,755,739 18.01 

（ う ち 日 本 証 券 決 済 ） － － － － 

外 国 法 人 等 331 3.80 40,398,203 20.34 

（ う ち 外 国 個 人 ） － － － － 

個 人 そ の 他 7,401 85.00 21,037,073 10.59 

自 己 名 義 株 式 1 0.01 783,780 0.39 

合      計   8,708 100.00   198,565,821 100.00 

 


